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＜要旨＞ 

子どもの健全な発達を促進するための子育て支援の充実は、母子保健においてもっとも重要な課題の

一つである。とくに、発達障害のある子どもや不適切な養育環境にある子どもを早期に発見して支援を

開始することは、子どもの健やかな成長のためには極めて重要であり、そのために乳幼児健康診査が果

たす役割は大きい。本研究は、乳幼児健康診査のデータを用いて、就学までに把握される子どもの精神

健康問題に関連する因子を調べることを目的とした。長野県岡谷市にて２００９年度に出生した子ども

の悉皆的調査を行い、乳幼児健康診査の受診率、母親の産後抑うつの頻度と要因、発達障害の発生率、

乳幼児健康診査における発達障害の早期発見の精度について調べた。小学校就学までに５．５％の子ど

もが何らかの発達障害と診断された。そのうち、４．１％は自閉スペクトラム症または広汎性発達障害

と診断されており、１歳６カ月児健康診査で実施した日本語版乳幼児期自閉症チェックリスト修正版

（Modified Checklist for Autism in Toddlers; M-CHAT）短縮版はスクリーニングとして有用である

ことが示唆された。また、母が相談できる人が身近にいないことは、母の産後抑うつに関係する要因と

なっていることが示された。今後、母親の産後抑うつ、養育環境、発達障害についての包括的な評価に

基づき、母親の心理的支援も含めた子育て支援の技術とシステムを開発することが求められる。 
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【はじめに】 

子どもの健全な発達を促進するための子育て

支援の充実は、母子保健においてもっとも重要な

課題の一つである。とくに、発達障害のある子ど

もや不適切な養育環境にある子どもを早期に発
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見して支援を開始することは、子どもの健やかな

成長のためには極めて重要であり、そのために乳

幼児健康診査が果たす役割は大きい。周生期リス

ク１、母親の産後抑うつ２、不適切な養育３および

発達障害４が子どもの成長に与える影響について

は、これまでにも多くの研究が報告されている。

しかし、同じ対象でこれらに関する指標を同時に

求め、相関も含めて包括的に検討した研究は、国

際的にみてもまだ極めて少ない。本研究は、これ

らの領域すべてに関する指標を同じ対象から得

ることによって、母子保健、児童福祉、障害福祉

にまたがる総合的な研究を行い、子どもの周生期

リスク、母親の産後抑うつ、乳幼児健康診査で評

価された子どもの特徴および母親の育児ストレ

スに関する指標と、就学までに把握された子ども

の精神健康問題、なかでも発達障害および不適切

な育児による子どもの精神的変調との関連を明

らかにすることを目的とした。 
岡谷市は、長野県諏訪圏域に位置し、２０１０

年国勢調査によると総人口５２，８４１人であり、

２００９年４月２日から２０１０年４月１日の

年間出生数は４３６名（男児２０２名、女児２３

４名）である５、６。岡谷市は、日本語版エジンバ

ラ産後うつ病質問票７を用いた母親の産後抑うつ

の早期発見と早期支援を行うとともに、乳幼児健

康診査において日本語版乳幼児期自閉症チェッ

クリスト修正版（Modified Checklist for Autism 

in Toddlers; M-CHAT）短縮版８を導入し、発達障

害および不適切な養育の早期発見の精度向上に

努めている。さらに、同市を含む諏訪圏域では信

濃医療福祉センターが幼児期の子どもの心の医

療と障害福祉の中核を担っており、何らかの精神

健康問題を有する子どもを幼児期のうちに早期

支援につなげる体制ができている。本研究では、

岡谷市にて出生した子どもを対象とし、母子保健

情報と精神健康問題との関連を後方視的調査に

よって調べた。 
 

【方法】 

２００９年４月２日から２０１０年４月１日

に出生し、岡谷市にて乳幼児健康診査を受けた子

どもを対象とした。岡谷市の母子保健データから

出生時の状況及び母親のエジンバラ産後うつ病

質問票、３～４カ月、９～１０カ月、１歳６カ月、

２歳、３歳における乳幼児健康診査の情報を収集

した。また、信濃医療福祉センターで精神健康問

題を有することが把握されている子どもたちを

リストアップし、同センターにおける医療・福祉

的情報を収集した。これらのデータベースをもと

に、乳幼児健康診査の受診率、エジンバラ産後う

つ病質問票によって評価した母親の産後抑うつ

の頻度と要因、発達障害の発生率、乳幼児健康診

査における発達障害の早期発見の精度について

調べた。 
本研究は、信州大学医学部医倫理委員会の承認

を得て実施した。 
 
【結果】 

今回、乳幼児健康診査の情報を入手できた対象

者は２００９年４月２日から２０１０年１月３

１日に岡谷市にて出生した子ども３４５名（男児

１７１名、女児１７４名）であった。出生時から

３歳児健康診査までのフォローアップ人数を図

１に示す。出生児の８７％に相当する３０９名が

３歳児健診でフォローアップされていた。 
 

 

図１ 岡谷市における出生時から３歳児健康診

査までのフォローアップ人数。２００９年４月２
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日から２０１０年１月３１日までの総出生数は

岡谷市毎月人口異動調査結果年報より算出５、６。 

 

２９０名の母親が出産後にエジンバラ産後う

つ病質問票に回答した。平均（標準偏差）得点は、

４．９（３．７）点であり、５１名（１７．６％）

がカットオフポイント（８／９点）を上回った。

図２にエジンバラ産後うつ病質問票得点分布を

示す。 

 

図２ エジンバラ産後うつ病質問票得点分布 
 
エジンバラ産後うつ病質問票得点と母親の年

齢との間に有意な相関は認めなかったが、第一子

または第二子を出産する母は、第三子以降を出産

する母よりも有意に得点が高く（第一および第二

子出産時５．３（３．８）、第三子以降出産時３．

２（２．５）、ｔ＝３．９１、ｐ＜０．００１）、

母の年齢で調整してもその差は有意であった（ｐ

＜０．００１）（図３）。 
また、出産後に実施した育児支援チェックリス

ト９の「夫には何でも打ち明けられますか」「お母

さんには何でも打ち明けられますか」の問いに対

し、それぞれ「はい」と答えた母の方が「いいえ」

と答えた母とくらべて有意にエジンバラ産後う

つ病質問票得点が低かった（夫に：ｔ＝０．３８

９、ｐ＜０．００１；母に：ｔ＝２．６４、ｐ＝

０．００９）（図４）。 
 

 
図３ エジンバラ産後うつ病質問票得点と出産

回数との関係 
 

 
図４ エジンバラ産後うつ病質問票得点と母の

相談相手の有無との関係 
 
３４５名のうち、１９名（５．５％）が何らか

の発達障害と診断された。図５に診断の内訳を示

す。１４名（４．１％）は自閉スペクトラム症ま

たは広汎性発達障害と診断された。注意欠如多動

症の診断は４名（１．２％）であり、そのうち２

名は自閉スペクトラム症と併存していた。自閉ス

ペクトラム症または広汎性発達障害と診断され

た子どもの診断時年齢を図６に示す。 
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図５ 発達障害１９名の診断。ＡＳＤ：自閉スペ

クトラム症；ＰＤＤ：広汎性発達障害；ＡＤＨＤ：

注意欠如・多動症；ＩＤ：知的障害 
 

 

図６ 自閉スペクトラム症または広汎性発達障

害の診断時年齢 
 
M-CHAT 短縮版９項目は１５３名に対して１歳

６カ月児健康診査（以下、「１歳半健診」）で実施

された。M-CHAT得点と小学校就学時までの自閉ス

ペクトラム症または広汎性発達障害の診断の有

無の関係を表１に示す。M-CHAT１点をカットオフ

とした場合、感度５５．６％、特異度９３．１％

で就学時までの自閉スペクトラム症または広汎

性発達障害の診断の予測が可能であった。

M-CHAT 短縮版の各項目において、自閉スペクトラ

ム症または広汎性発達障害の子どもが不通過で

あった項目を表２に示す。 

 

 ０点 １点以上 

ＡＳＤ／ＰＤＤ ４名 ５名 

非ＡＳＤ／ＰＤＤ １３４名 １０名 

表１：M-CHAT得点と就学時までの自閉スペクト

ラム症または広汎性発達障害（ＡＳＤ／ＰＤＤ）

の診断 

 

項目 
ASD/PDD 

(N = 9) 
非 ASD/PDD 

(N = 149) 

ふり遊び 3 (33.3%) 1 (0.7%) 

要求の指さし 4 (44.4%) 1 (0.7%) 

興味の指さし 3 (33.3%) 2 (1.4%) 

興味あるものを見

せに持ってくる 
4 (44.4%) 2 (1.4%) 

模倣 2 (14.3%) 1 (0.7%) 

指さし追従 1 (7.1%) 0 (0%) 

視線追従 3 (21.4%) 1 (0.7%) 

言語理解 3 (33.3%) 1 (0.7%) 

社会的参照 4 (28.6%) 1 (0.7%) 

表２ M-CHAT 短縮版の各項目において不通過で

あった人数。ＡＳＤ：自閉スペクトラム症；ＰＤ

Ｄ：広汎性発達障害 
 

岡谷市の１歳半健診では、担当保健師が総合

的に評価して発達の問題があると判断した子

どもは、要観察と記録されている。保健師の評

価と就学時までの自閉スペクトラム症または広

汎性発達障害の診断の有無の関係を表３に示す。

担当保健師は感度５８．３％、特異度８４．０％

で就学時までの自閉スペクトラム症または広汎

性発達障害の診断の予測をしていた。 
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 チェック

なし 

要観察 

ＡＳＤ／ＰＤＤ ５名 ７名 

非ＡＳＤ／ＰＤＤ ２４２名 ４６名 

表３：保健師の評価と就学時までの自閉スペク

トラム症または広汎性発達障害（ＡＳＤ／ＰＤ

Ｄ）の診断 

 
【考察】 

１．乳幼児健康診査の受診率 
本研究では、岡谷市で出生した子どもの８７％

が３歳児健診を同市で受診していることが示さ

れた。フォローアップされていない主な理由には

市外への転出や親の判断での未受診が含まれる

と考えられるが、今回は未受診の理由については

調査を行っていない。フォローアップ率が高いこ

とから、今後、乳幼児健康診査の評価を行ってい

く上で適した地域であることが示唆された。 
 
２．母親の産後抑うつの頻度と要因 
日本語版エジンバラ産後うつ病質問票を用い

て産後抑うつ評価を行ったところ、出産後の母の

１７．６％がカットオフ値（８／９）を上回る得

点であった。このカットオフ値については、感度

と特異度は高いものの、陽性的中率は５０％程度

と報告されており７、あくまでもスクリーニング

として捉えることが重要である。 
今回の結果で注目すべき点としては、母が夫や

自身の母親に何でも打ち明けられるかどうかに

よってエジンバラ産後うつ病質問票の得点に大

きな差が出たことである。この結果からは、母に

とって相談できる人が身近にいないことが、母の

産後抑うつに関係する要因となっていた可能性

が考えられる。必要に応じて支援者が相談にのる

役割を担うことで産後抑うつに予防的な効果が

得られることが示唆される。 
ただし、今回の研究では、因果関係については

調べることができていないため、抑うつ症状の出

現が原因で周囲に相談できなくなっていたとい

う可能性も否定できない。その因果関係を明らか

にするためには、今後、抑うつ症状が出現する前

後において夫や母との関係についての評価を行

う必要がある。 
 
３．発達障害の発生率 
本研究においては、就学時までに自閉スペクト

ラム症または広汎性発達障害と診断された子ど

もの割合が４．１％であった。近年の米国の大規

模な調査１０において自閉スペクトラム症の有病

率が１．５％であったと報告されているように、

今回得られた自閉スペクトラム症または広汎性

発達障害の頻度は、過去の大規模な疫学的研究の

報告と比較すると極めて高い値であった。しかし、

この米国の調査では、学校教育の記録と医療デー

タベースを用いてスクリーニングを行っており、

スクリーニングでもれた対象者は直接診察して

いない。そのため、医療や特殊教育サービスを利

用していない人たちは見落とされており、報告さ

れている有病率は実際よりも低い値となってい

ると考えられる。そのような見落としを防ぐため

に、直接学校を訪問して全例を調査する方法によ

って、７－１２歳児を対象とした調査が韓国で行

われ１１、米国の結果と比較すると高い有病率（２．

６４％）が報告されている。わが国では、平成２

６～２８年度の厚生労働科学研究（障害者政策総

合研究事業）で学校および医療機関を対象とした

調査が全国の１０数か所の自治体で行われ、学校

教師は小学校入学時の生徒の１割前後に何らか

の発達障害の特性があると捉えていること、いく

つかの自治体ではすでに幼児期のうちに地域の

子どもたちの７～８％が何らかの発達障害と診

断され、広汎性発達障害と診断されている子ども

が４～５％である地域も複数あることが明らか

となった１２。このことから、地域の支援システム

が比較的整備され、全例で詳細な評価を行える環

境下にある調査においては、大規模な疫学的研究

よりも診断・発見の感度を高めることができ、見
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かけ上の頻度が高くなることが示唆される。本研

究の強みは、地域の全人口を対象とする悉皆調査

研究であることである。全出生者を詳細に調べる

ことで、精神健康問題の正確な発生率を算出する

ことが可能であり、偏りを極力排した形で乳幼児

健康診査の精度が得られる。今後、より対象人数

を増やして正確な発生率を調べるための調査が

続けられることが望まれる。 
 

４．乳幼児健康診査における発達障害の早期発見

の精度 
知的な遅れがない自閉スペクトラム症の早期

発見はしばしば困難であるが、自閉スペクトラム

症の子どもにとっては早期発見・早期支援がその

後の健やかな成長のために極めて重要であるた

め、乳幼児健康診査での効果的なスクリーニング

が求められている。岡谷市でも用いられている

M-CHAT は、現在のところ最も簡便なスクリーニン

グ尺度として、多くの国で用いられている。Kamio

ら１３は１歳半健診における M-CHAT の有用性を示

している。今回、就学前までの自閉スペクトラム

症または広汎性発達障害の診断を、１歳６カ月で

の M-CHAT 短縮版にて５５．６％の感度で予測で

きたが、今後対象者を増やしての検証が望まれる。 
非常に興味深いことに、岡谷市の１歳半健診

における担当保健師の総合的判断に基づく評

価は、就学時までの自閉スペクトラム症または広

汎性発達障害の診断の有無を感度５８．３％、特

異度８４．０％と好成績で予測している。Honda

ら１４が横浜市で行った調査でも、発達障害およ

び自閉症のいずれの早期発見についても、横浜

市で採用されている１歳半健診の問診票の結

果のみを用いたスクリーニングよりも保健師

による総合判断に基づくスクリーニングの方

が感度、特異度とも優っていた。経験のある保

健師が何を評価しているのかを今後明らかに

することができれば、より精度の高い客観的評

価法の開発につながる可能性がある。 
 

 
５．最後に 
母親の産後抑うつ、養育環境、発達障害につい

ての包括的な評価に基づき、母親の心理的支援も

含めた子育て支援の技術とシステムを開発する

ことが求められている。岡谷市をはじめとし、多

くの市町村が産後うつ病のスクリーニングを導

入している９。本研究の結果を踏まえ、より対象

者を増やして、母親の産後抑うつ、不適切な養育

などが子どもの成長に与える影響についても詳

しく調べていきたい。母親の抑うつ症状が子ども

の精神健康に及ぼす影響を示すことができれば、

母親の育児支援における評価と介入の技術開発

に活かされることが期待できる。 
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